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平成23年度経営実態調査の調査結果 

（単位：千円） 

        訪問系サービス 

重度障害者 
等包括支援 

            
居宅介護 
（再掲） 

重度訪問介護 
（再掲） 

行動援護 
（再掲） 

Ⅰ 事業活動収入 （１） 自立支援費等・措置費・運営費収入 13,513 30.4% 10,222 22.3% 31,291 59.3% 11,749 59.6% - - 

    （２） 利用料収入 1,403 3.2% 1,714 3.7% 1,466 2.8% 124 0.6% - - 

    （３） 補助事業等収入 3,448 7.8% 2,640 5.8% 2,975 5.6% 4,886 24.8% - - 

    （４） 国庫補助金等特別積立金取崩額 15 0.0% 10 0.0% 0 0.0% 21 0.1% - - 

    （５） その他 26,047 58.6% 31,226 68.1% 16,989 32.2% 2,945 14.9% - - 

Ⅱ 事業活動支出 （１） 給与費 29,694 66.8% 29,487 64.3% 38,599 73.2% 14,997 76.1% - - 

    （２） 減価償却費 359 0.8% 352 0.8% 345 0.7% 249 1.3% - - 

    （３） 委託費 641 1.4% 659 1.4% 262 0.5% 137 0.7% - - 

    （４） その他 6,978 15.7% 7,742 16.9% 6,061 11.5% 2,877 14.6% - - 

Ⅲ 事業活動外収入 （１） 借入金利息補助金収入 9 0.0% 9 0.0% 26 0.0% 0 0.0% - - 

    （２） 本部からの繰入金収入 27 0.1% 38 0.1% 0 0.0% 9 0.0% - - 

Ⅳ 事業活動外支出 （１） 借入金利息 83 0.2% 102 0.2% 92 0.2% 10 0.1% - - 

    （２） 本部への繰入金支出 147 0.3% 157 0.3% 143 0.3% 120 0.6% - - 

収 入（①＝Ⅰ（１）+Ⅰ（２）+Ⅰ（３）+Ⅰ（５）+Ⅲ） 44,447 100.0% 45,850 100.0% 52,746 100.0% 19,713 100.0% - - 

支 出（②＝Ⅱ－Ⅰ（４）＋Ⅳ） 37,887 85.2% 38,489 83.9% 45,503 86.3% 18,368 93.2% - - 

収支差（③＝①－②）     6,560 14.8% 7,361 16.1% 7,243 13.7% 1,345 6.8% - - 

客体数     498   348   49   48   -   
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居宅介護 重度訪問介護 行動援護 
重度障害者等 

包括支援 
同行援護 

（平成23年10月～） 

対
象
者
要
件 

「障害者等」 
○区分１以上 
 

※ 通院等介助（身体介護
を伴う）場合、以下のいず
れにも該当すること 
(1)区分2以上 
(2)以下の①～⑤の調査項目の
いずれかについて、それぞれに
掲げる状態のいずれか一つに認
定 
①「歩行」：「できない」 
②「移乗」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助」 
③「移動」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助」 
④「排尿」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助」 
⑤「排便」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助」 

障害程度区分４以上で
あって、以下のいずれに
も該当する者 
① 二肢以上に麻痺等が
あること。 
② 障害程度区分の認定
調査項目のうち、「歩
行」「移乗」「排尿」
「排便」のいずれも「で
きる」以外と認定されて
いること。 
 

「知的障害又は精神障害
により行動上著しい困難
を有する障害者等であっ
て常時介護を有するも
の」 
【以下のいずれにも該
当】 
○ 区分3以上 
○ 認定調査項目のうち
行動関連項目(11項目)の
合計点数が8点以上である
こと 

障害程度区分６であって、
意思疎通を図ることに著
しい支障がある者であっ
て、以下のいずれかに該
当する者 
① 重度訪問介護の対象で
あって、四肢すべてに麻痺等
があり、寝たきり状態にある障
害者のうち、以下のいずれか
に該当する者 
 ・人工呼吸器による呼吸管
理を行っている身体障害者  
 ・最重度知的障害者 

② 障害程度区分の認定調
査項目のうち、行動関連項
目（１１項目）等の合計点数
が１５点以上である者  
 
 

「視覚障害により、移動に著
しい困難を有する障害者等」 
○ 障害程度区分を用いず、
アセスメント票の基準を満た
す者とする。 
※ 身体介護を伴う場合、以下
のいずれにも該当すること 
(1)区分2以上 
(2)以下の①～⑤の調査項目のいず
れかについて、それぞれに掲げる
状態のいずれか一つに認定 
①「歩行」：「できない」 
②「移乗」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助」 
③「移動」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助」 
④「排尿」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助」 
⑤「排便」：「見守り等」、 
   「一部介助」、「全介助 

支
援
の
範
囲 

○ 居宅における入浴、排
泄、食事等の介護 
○ 調理、洗濯、掃除等の
家事 
○ 生活等に関する相談、
助言その他の生活全般にわ
たる援助 

○ 居宅における入浴、排泄
及び食事等の介護 
○ 調理、洗濯及び掃除等の
家事 
○ その他生活全般にわたる
援助 
○ 外出時における移動中の
介護 
※  日常生活に生じる様々
な介護の事態に対応するため
の見守り等の支援を含む。 
 

○ 障害者等が行動する際に
生じ得る危険を回避するため
に必要な援護 
○ 外出時における移動中の
介護 
○ 排泄、食事等の介護その
他の障害者等が行動する際に
必要な援助 

○ 訪問系サービス（居宅介
護、重度訪問介護等）や通所
サービ ス（生活介護、短期
入所等）等を組み合わせて、
包括的に提供 
 

○ 移動時及びそれに伴う外出
先において必要な視覚的情報の
提供（代筆・代読を含む） 
○ 移動時及びそれに伴う外出
先において必要な移動介護、排
泄・食事等の介護その他外出す
る際に必要となる援助 

自立支援法における訪問系サービス 
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【特定事業所加算の状況】（平成２１年度創設  介護保険並び） 
 ○ 良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、条件に応じて加算。 
   ・特定事業所加算（Ⅰ）（①～③のすべてに適合）  所定単位数の２０％加算 
   ・特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合）       所定単位数の１０％加算 
   ・特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合）       所定単位数の１０％加算 
    ①サービス提供体制の整備（研修の計画実施等） 
    ②良質な人材の確保（介護福祉士の割合が３０％以上等） 
    ③重度障害者への対応（区分５以上の利用者が３０％以上） 
 ○ 算定事業所数（取得割合）                          単位：ヵ所 
 
 
 
 
 
 
 

居宅介護 重度訪問介護 行動援護 

加算（Ⅰ） 427（2.8％）  217（4.3％）  124（12.1％）  
加算（Ⅱ） 1,339（8.8％）  92（1.8％）  119（11.6％）  
加算（Ⅲ） 190（1.3％）  115（2.3％）  49（4.8％）  
総事業所数 15,149（100％） 5,013（100％） 1,029（100％） 

※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【初回加算の状況】（平成２１年度創設  介護保険並び） 
 ○ 新規に居宅介護等計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者がサービ 
  スを提供した場合や同行した場合、初回について１月につき２００単位を加算。 
 ○ 算定利用者数（取得割合） 
   ・居宅介護     ２，９２６人（２．５％） 
   ・重度訪問介護    ２０７人（２．５％） 
   ・行動援護       １１２人（２．０％） ※出所：国保連データ（平成23年4月） 

各種加算について 
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【緊急時対応加算の状況】（平成２１年度創設  介護保険並び） 
 ○ 居宅介護等計画に位置づけられていない居宅介護等を、利用者等の要請を受けて 
  から２４時間以内に行った場合、１回につき１００単位（月２回まで）を加算。 
 ○ 算定利用者数（取得割合） 
   ・居宅介護     ５１７人（０．４％） 
   ・重度訪問介護  １０５人（１．３％） 
   ・行動援護      ３４人（０．６％） ※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【利用者負担上限額管理加算の状況】（制度当初からの加算） 
 ○ 事業所が利用者負担額合計額の管理を行った場合、１月につき１５０単位を加算。 
 ○ 算定事業所数（取得割合） 
   ・居宅介護     １，５１７ヵ所（１０．０％） 
   ・重度訪問介護  ３０６ヵ所（６．１％） 
   ・行動援護     １８７ヵ所（１８．２％） ※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【特別地域加算の状況】（平成２１年度創設  介護保険並び） 
 ○ 中山間地域等に居住している者に対してサービスの提供が行われた場合、 所定   
  単位数の１５％を加算。  
 ○ 算定利用者数（取得割合） 
   ・居宅介護     １１，６０４人（９．７％） 
   ・重度訪問介護  ２９１人（３．５％） 
   ・行動援護     ４２４人（７．５％） 
   ・重度障害者等包括支援  ０人（０％） ※出所：国保連データ（平成23年4月） 
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【移動介護加算の状況】（制度当初からの加算） ※重度訪問介護のみ 
 ○ 移動中の介護を行った場合に、移動介護の実施時間数に応じて加算する。また、同 
  時に２人により移動中の介護を行った場合は、それぞれの従事者について 所定単位 
  数を加算。 
 ○ 算定利用者数（取得割合）・・・４，９２６人（５９．６％）   ※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【重度の障害者に対する加算の状況】（制度当初からの加算）  ※重度訪問介護のみ 
 ○ 重度障害者等包括支援の対象者要件に該当する者については、所定単位数の 
   １５％を加算。区分６の者については、７．５％を加算。 
 ○ 算定利用者数（取得割合） 
   ・重度障害者等包括支援対象者    ９１１人（１１．０％） 
   ・区分６                  ５，２８８人（６４．０％） 
                     ※出所：国保連データ（平成23年4月） 
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※出所：国保連データ 
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利用者数 

総費用額 
居宅介護 

重度訪問介護 

行動援護 

重度包括支援 

5,347 25 

訪問系サービスの現状について 

【現状（２２年度）】 
○ 総費用：１４２，５３２百万円、総利用者数：１２６，０９４人 
○ 総費用額、利用者数ともに、居宅介護が大半を占めている。 
○ 重度訪問介護については、総費用額の３０．６％、総利用者数の６．３％を占めている。 

○ 訪問系サービスの比較 

93,529 43,592 

112,738 

5,251 

158 

7,984 
（百万円） 

（人） 

                     H20年度 H21年度 H22年度 

 居宅介護 6.0万円/月  6.8万円/月  6.9万円/月  
 重度訪問介護 36.4 万円/月 43.9 万円/月 45.5 万円/月 
 行動援護 7.0 万円/月 8.0 万円/月 8.2 万円/月 
 重度障害者等包括支援 36.2 万円/月 50.0 万円/月 53.4 万円/月 

○ １人当たり利用額 
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○ 訪問系サービスの受給者数 

※区分なし（者）、旧法区分を除く 
※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【障害程度区分毎の利用状況】 
○ 利用者数は約１３万人※であり、区分２、３、６の者が約６割を占めている。 

障害程度 
区分 

総数 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

受給者数
（人） 130,342 13,365 33,072 25,637 12,719 10,812 22,505 12,232 

割 合 100% 10.3% 25.4% 19.7% 9.8% 8.3% 17.3% 9.4% 

○ 訪問系サービスの障害程度区分の割合の推移 

※出所：国保連データ 

※国保連データ（平成23年4月） 
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居宅介護 
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○ 対象者 

○ 主な人員配置 ○ サービス内容 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  15,149（国保連平成23年4月実績） 

 
■ 障害程度区分１以上の障害者等（身体障害、知的障害、精神障害） 
 

居宅における 
 

  ■ 入浴、排せつ及び食事等の介護 
  ■ 調理、洗濯及び掃除等の家事 
  ■ 生活等に関する相談及び助言 
  ■ その他生活全般にわたる援助 
 

※通院等介助や通院等乗降介助も含む。 

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上 
  ・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、ヘルパー１級 
  ・ヘルパー２級であって３年以上の実務経験がある者 
 

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上 
  ・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、 
   ヘルパー１級、２級 等 

■ 基本報酬 

身体介護中心、通院等介助（身体介護有り）  
 254単位（30分）～833単位（3時間） 
 3時間以降、30分を増す毎に83単位加算 

家事援助中心、通院等介助（身体介護なし）  
 105単位（30分）～276単位（1.5時間）  
 1.5時間以降、30分を増す毎に70単位加算 

通院等乗降介助 
  1回100単位 

■ 主な加算 

特定事業所加算(10％又は20％加算) 
→①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確保、③重度  
  障害者への対応に積極的に取り組む事業所のサービスを評価 

特別地域加算(15％加算) 
→中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスを 
  評価 

居宅介護 

○ 利用者数  119,226（国保連平成23年4月実績） 
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居宅介護の現状について 

【利用状況（２０年度～２２年度比較）】 
○ 居宅介護の費用額は、約９３５億円であり、介護給付・訓練等給付費総額の８．３％を  
 占めている。 
○ 総費用額、利用者数、事業所数については、毎年度増加している。 

※出所：国保連データ 
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○ 居宅介護の受給者数 

※区分なし（者）、旧法区分を除く 
※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【障害程度区分毎の利用状況】 
○ 利用者数は約１２万人※であり、区分２、３の者が約５割を占めている。 

障害程度 
区分 

総数 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

受給者数
（人） 116,838 13,365 33,072 25,485 11,651 8,490 15,087 9,688 

割 合 100% 11.4% 28.3% 21.8% 10.0% 7.3% 12.9% 8.3% 

○ 居宅介護の障害程度区分の割合の推移 

※出所：国保連データ 
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 ○ 「身体介護」、「通院等介助（身体介護を伴う場合）」、「通院等乗降介助」については、 
  介護保険並びで設定。 
 ○ 「家事援助」、「通院等介助（身体介護を伴わない場合）」については、介護保険の 
  「生活援助」と同様に、特に短時間のサービス時間について評価。 

平成18年4月報酬 平成21年4月報酬 

「身体介護」 
「通院等介助（身体介護を伴う場合）」 
 ３０分未満                              ２３０単位 
 ３０分以上１時間未満                        ４００単位 
 １時間以上１時間３０分未満           ５８０単位 
    ｜ 
 ３時間以上     ８７５単位に３０分増す毎に＋７０単位 
 
 
「家事援助」 
「通院等介助（身体介護を伴わない場合）」 
 ３０分未満                                 ８０単位 
 ３０分以上１時間未満                           １５０単位 
 １時間以上１時間３０分未満            ２２５単位 
 １時間３０分以上            ２９５単位に３０分増す毎に 
                                                             ＋７０単位 
 
「通院等乗降介助」                                   ９９単位 
 
 

「身体介護」 
「通院等介助（身体介護を伴う場合）」 
 ３０分未満                           ２５４単位 
 ３０分以上１時間未満                     ４０２単位 
 １時間以上１時間３０分未満          ５８４単位 
    ｜ 
 ３時間以上  ９１６単位に３０分増す毎に＋８３単位 
 
 
「家事援助」 
「通院等介助（身体介護を伴わない場合）」 
 ３０分未満                           １０５単位 
 ３０分以上１時間未満                     １９７単位 
 １時間以上１時間３０分未満          ２７６単位 
 １時間３０分以上       ３４６単位に３０分増す毎に 
                            ＋７０単位 
 
「通院等乗降介助」                                １００単位 
 
 

平成２１年度報酬改定概要について 
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重度訪問介護 

13 



 
 

■ １５％加算対象者…重度障害者等包括支援の対象者の要件に該当する者 
  障害程度区分が区分６に該当する者のうち、意思疎通に著しい困難を有する者であって、以下に掲げる者 

類 型 状態像 

重度訪問介護の対象であって、四肢すべて
に麻痺等があり、寝たきり状態にある障害者
のうち、右のいずれかに該当する者 

人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障害者 
（Ⅰ類型） 

・筋ジストロフィー ・脊椎損傷  

・ＡＬＳ        ・遷延性意識障害  等 

最重度知的障害者 （Ⅱ類型） ・重症心身障害者              等 

障害程度区分の認定調査項目のうち、行動関連項目（１１項目）等の合計点数が１５点以上である者  

（Ⅲ類型） 
・強度行動障害               等 

重度訪問介護 
○ 対象者 

■ 重度の肢体不自由者であって、常時介護を要する障害者 
 → 障害程度区分４以上であって、下記のいずれにも該当する者 
    ① 二肢以上に麻痺等があること。 
    ② 障害程度区分の認定調査項目のうち、「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のいずれも「できる」以外と認定されていること。 

居宅における    ■ 入浴、排せつ及び食事等の介護 
            ■ 調理、洗濯及び掃除等の家事 
            ■ その他生活全般にわたる援助 
            ■ 外出時における移動中の介護 
※ 日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等 
   の支援を含む。 

○ サービス内容 

■サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上 
  ・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、ヘルパー１級 
  ・ヘルパー２級であって３年以上の実務経験がある者 

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上 
  ・居宅介護に従事可能な者、重度訪問介護従事者養成研修修了者 

○ 主な人員配置 

○ 重度訪問介護加算対象者 

■ ７．５％加算対象者…障害程度区分６の者 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  5,013（国保連平成23年4月実績） 

■ 基本報酬 

１８３単位（１時間）～１，４０９単位（８時間） ※８時間を超える場合は、８時間までの単価の９５％を算定 

■ 主な加算 

特定事業所加算(10％又は20％加算) 
→①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確保、③重度障害者への対 
  応に積極的に取り組む事業所のサービスを評価 

特別地域加算(15％加算) 
→中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスを評価 

○ 利用者数  8,262（国保連平成23年4月実績） 14 



重度訪問介護の現状について 

【利用状況（２０年度～２２年度比較）】 
○ 重度訪問介護の費用額は、約４３６億円であり、介護給付・訓練等給付費総額の 
   ３．９％を占めている。 
○ 総費用額、利用者数、事業所数については、毎年度増加している。 

※出所：国保連データ 
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○ 重度訪問介護の受給者数（人） 

※区分なし（者）、旧法区分を除く 
※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【障害程度区分毎の利用状況】 
○ 利用者数は約８千人※であり、区分６の者が約７割以上を占めている。       

障害程度 
区分 

総数 区分４ 区分５ 区分６ 

受給者数 8,164 565 1,385 6,214 

割 合 100% 6.9% 17.0% 76.1% 

○ 重度訪問介護の障害程度区分の割合の推移 

区分４ 
9.0% 

区分４ 
8.6% 

区分４ 
7.2% 

区分４ 
6.9% 

区分５ 
18.9% 

区分５ 
18.4% 

区分５ 
16.6% 

区分５ 
17.0% 

区分６ 
72.1% 

区分６ 
72.9% 

区分６ 
76.3% 

区分６ 
76.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

H20.4 

H21.4 

H22.4 

H23.4 

※出所：国保連データ 

※国保連データ（平成23年4月） 
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 ○ 重度訪問介護については、重度障害者の地域生活を支援する重要なサービスであ 
    り、サービス提供事業者の確保や事業の安定的な運営の確保が求められており、   
  サービスの一層の拡充を図るため、報酬単価について引き上げを行った。 
 ○ これまで、１時間単位で設定されていた報酬単価について、３０分単位での利用が可 
  能となるよう細分化を行った。 

平成18年4月報酬 平成21年4月報酬 

 １時間未満                               １６０単位 
 １時間以上２時間未満               ３２０単位 
 ２時間以上３時間未満             ４８０単位 
 ３時間以上４時間未満             ６４０単位 
    ｜ 
 ２０時間以上２４時間未満 
    ３，１７１単位に２０時間から計算して１時間増す 
        毎に＋１４３単位 

  

 １時間未満                               １８３単位 
 １時間以上１時間３０分未満                     ２７４単位 
 １時間３０分以上２時間未満              ３６５単位 
 ２時間以上２時間３０分未満              ４５６単位 
 ２時間３０分以上３時間未満              ５４７単位 
 ３時間以上３時間３０分未満              ６３８単位 
 ３時間３０分以上４時間未満              ７２９単位 
    ｜ 
 ２０時間以上２４時間未満 
         ３，５１４単位に２０時間から計算して３０分増す 
          毎に＋８１単位 
 
 

平成２１年度報酬改定概要について 
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行動援護 
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■ 行動する際に生じ得る危険を回避するために 
   必要な援護 
■ 外出時における移動中の介護 
■ 排せつ及び食事等の介護その他の行動する際 
   に必要な援助 
 

 ・予防的対応 
  …初めての場所で不安定になり、不適切な行動に    
   でないよう、予め目的地での行動等を理解させる等 

 ・制御的対応 
  …行動障害を起こしてしまった時の問題行動を適切 
   におさめること等 

 ・身体介護的対応 
  …便意の認識ができない者の介助等 

行動援護 

○ 対象者 

○ サービス内容 ○ 主な人員配置 

○ 報酬単価 

○ 事業所数  1,029（国保連平成23年4月実績） 

■ 知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を有する者 
 → 障害程度区分３以上であって、区分の認定調査項目のうち、行動関連項目（１１項目）等の合計点数が８点以上である者。 

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上 
  ・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、ヘルパー１級 
  ・ヘルパー２級であって３年以上の実務経験があること 
  ・行動援護従業者養成研修修了者 
               ＋ 
  ５年以上の直接処遇経験（知的障害・精神障害者等） 
  ※行動援護従業者養成研修修了者は３年（平成２４年３月までの経過措 
    置） 

 
■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上 
  ・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、ヘルパー１、２級 
  ・行動援護従業者養成研修修了者 等 
               ＋ 
  ２年以上の直接処遇経験（知的障害・精神障害者等） 
  ※行動援護従業者養成研修修了者は１年（当面の間） 

■ 基本報酬 

２５４単位（３０分）～２，５０８単位（７．５時間以上） 

■ 主な加算 

特定事業所加算(10％又は20％加算) 
→①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確保、③重度 
  障害者への対応に積極的に取り組む事業所のサービスを評価 

特別地域加算(15％加算) 
→中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスを 
  評価 

○ 利用者数   5,638（国保連平成２3年4月実績） 19 



行動援護の現状について 

【利用状況（２０年度～２２年度比較）】 
○ 行動援護の費用額は、約５３億円であり、介護給付・訓練等給付費総額の０．５％を占 
  めている。 
○ 総費用額、利用者数、事業所数については、毎年度増加している。 

※出所：国保連データ 
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○ 行動援護の受給者数（千人） 

※区分なし（者）、旧法区分を除く 
※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【障害程度区分毎の利用状況】 
○ 利用者数は約５千人※であり、障害児が約５割を占めている。 
○ 毎年度、障害児が減少し、障害者が増加している。       

障害程度 
区分 

総数 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 

受給者数 5,305 147 503 937 1,174 2,544 

割 合 100% 2.8% 9.5% 17.7% 22.1% 48.0% 

○ 行動援護の障害程度区分の割合の推移 
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※国保連データ（平成23年4月） 
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 ○ 平成１８年度の施行時より、１時間以上１時間３０分未満の場合までの報酬単価は 
  介護保険並びで設定していることを踏まえ、引き続き介護保険並びで設定を行った。 
 ○ 対象者の判定基準を引き下げ、対象者の拡大を図った。（平成２０年度より） 
 ○ ４．５時間以上が包括単価となっているため、５時間以上のサービスを利用する場合 
  の８時間までの報酬単価の設定を行った。 

平成18年4月報酬 平成21年4月報酬 

 ３０分未満                     ２３０単位 
 ３０分以上１時間未満                       ４００単位 
 １時間以上１時間３０分未満           ５８０単位 
 １時間３０分以上２時間未満           ７２８単位 
 ２時間以上２時間３０分未満           ８７６単位 
    ｜ 
 ４時間以上４時間３０分            １，４６８単位 
 ４時間３０分以上               １，６１６単位 

  

 ３０分未満                     ２５４単位 
 ３０分以上１時間未満                     ４０２単位 
 １時間以上１時間３０分未満            ５８４単位 
 １時間３０分以上２時間未満           ７３２単位 
 ２時間以上２時間３０分未満           ８８０単位 
    ｜ 
 ４時間以上４時間３０分未満        １，４７２単位 
 ４時間３０分以上               １，６２０単位 
    ｜ 
 ７時間以上７時間３０分未満        ２，３６０単位 
 ７時間３０分以上               ２，５０８単位 
 
 

平成２１年度報酬改定概要について 
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重度障害者等包括支援 
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重度障害者等包括支援 
○ 対象者 

○ サービス内容 ○ 主な人員配置 

 
 

■ 常時介護を要する障害者等であって、その介護の必要の程度が著しく高い者 
  → 障害程度区分６であって、意思疎通を図ることに著しい支障がある者であって、下記のいずれかに該当する者 

類 型 状態像 

重度訪問介護の対象であって、四肢すべて
に麻痺等があり、寝たきり状態にある障害者
のうち、右のいずれかに該当する者 

人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障害
者 （Ⅰ類型） 

・筋ジストロフィー ・脊椎損傷  

・ＡＬＳ        ・遷延性意識障害  等 

最重度知的障害者 （Ⅱ類型） ・重症心身障害者              等 

障害程度区分の認定調査項目のうち、行動関連項目（１１項目）等の合計点数が１５点以上である者  

（Ⅲ類型） 
・強度行動障害               等 

■ 訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護等）や通所サービ 
  ス（生活介護、短期入所等）等を組み合わせて、包括的に提供 

■ サービス提供責任者：１人以上（１人以上は専任かつ常勤）   
 （下記のいずれにも該当） 
  ・相談支援専門員の資格を有する者 
  ・重度障害者等包括支援対象者の直接処遇に３年以上従事した者 

○ 運営基準 
■ 利用者と２４時間連絡対応可能な体制の確保         ■ ２以上の障害福祉サービスを提供できる体制を確保（第３者への委託も可） 
■ 専門医を有する医療機関との協力体制がある         ■ サービス利用計画を週単位で作成 
■ 提供されるサービスにより、最低基準や指定基準を満たす  

○ 報酬単価 
■ 基本報酬 

○４時間 ８００単位  ○１日につき１２時間を超える分は４時間７８０単位  
○短期入所 ８９０単位/日 ○共同生活介護 ９５９単位/日（夜間支援体制加算含む） 

■ 主な加算 

特別地域加算(15％加算) 
→中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスを評価 

短期入所利用者で、低所得である場合は１日当たり（６８単位加算） 
※ 平成２４年３月３１日まで 

○ 事業所数  8（国保連平成23年4月実績） ○ 利用者数  30（国保連平成23年4月実績） 24 



重度障害者等包括支援の現状について 

【利用状況（２０年度～２２年度比較）】 
○ 重度障害者等包括支援の費用額は、約１．６億円であり、介護給付・訓練等給付費総 
   額の０．０１％を占めている。  
○ 総費用額については、毎年度増加している。利用者数、事業所数については、ほぼ横  
 ばいである。 

※出所：国保連データ 
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○ 重度障害者等包括支援の受給者数（千人） 

※区分なし（者）、旧法区分を除く 
※出所：国保連データ（平成23年4月） 

【障害程度区分毎の利用状況】 
○ 利用者数は約３０人※である。       

障害程度 
区分 

総数 区分６ 障害児 

受給者数 30 30 0 

割 合 100% 100% 0% 

○ 重度障害者等包括支援の障害程度区分の割合の推移 

区分６ 
95.8% 

区分６ 
91.3% 

区分６ 
95.7% 

区分６ 
100.0% 

障害児 
4.2% 

障害児 
8.7% 

障害児 
4.3% 

障害児 
0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

H20.4 

H21.4 

H22.4 

H23.4 

※出所：国保連データ 

※国保連データ（平成23年4月） 
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【重度障害者等包括支援】  
 ○ 障害者自立支援法の施行に伴い創設された新しいサービスである。 
 ○ サービスの利用が十分に進んでいない状況にあるため、適切な報酬単価の設定を 
  行った。 
 ○ 短期入所、共同生活介護の単価については、各個別サービスの報酬単価並びで設 
  定を行った。 

平成18年4月報酬 平成21年4月報酬 

居宅介護                       
重度訪問介護 
行動援護 
生活介護 
児童デイサービス             ４時間７００単位 
自立訓練 
就労移行支援 
就労継続支援 
旧法施設支援 
 
短期入所                   ８９０単位／日 
 
共同生活介護                ５４１単位／日 

居宅介護                       
重度訪問介護 
行動援護 
生活介護 
児童デイサービス                         ４時間８００単位 
自立訓練 
就労移行支援 
就労継続支援 
旧法施設支援 
 
短期入所                      ８９０単位／日 
 
共同生活介護                   １，０４２単位／日 

平成２１年度報酬改定概要について 
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同行援護 
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○ 対象者 

○ 主な人員配置 ○ サービス内容 

○ 報酬単価 

 
 
■ 視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等 
→ 同行援護アセスメント票の調査項目に該当していること。また、身体介護を伴う場合は以下のいずれも満たす者であること。 
    ・ 障害程度区分２以上。 
    ・ 障害程度区分の認定調査項目のうち、「歩行」「移乗」「移動」「排尿」「排便」のいずれか「できる」以外に認定されていること。 
 
 

 
外出時において、 
 

  ■ 移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む。） 
  ■ 移動の援護、排せつ及び食事等の介護 
  ■ その他外出時に必要な援助 
 
※外出について 
  通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる
外出及び社会通念上適当でない外出を除き、原則として１日の範囲内
で用務を負えるものに限る。 
 

 

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上 
  ・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、ヘルパー１級、 
   ヘルパー２級であって３年以上の実務経験がある者、移   
   動支援事業に３年以上従事した者 
   同行援護従業者養成研修応用課程修了者（平成２６年９ 
   月３０日までの経過措置を設ける）等 
 

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上 
  ・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、ヘルパー１級、２  
   級、同行援護従業者養成研修一般課程修了者（平成２６  
   年９月３０日までの経過措置を設ける）等  

■ 基本報酬 

同行援護 
（身体介護を伴う場合）  
 254単位（30分）～833単位（3時間） 
 3時間以降、30分を増す毎に83単位加算 

 
（身体介護を伴わない場合）  
 105単位（30分）～276単位（1.5時間）  
 1.5時間以降、30分を増す毎に70単位加算 

■ 主な加算 

特定事業所加算(10％又は20％加算) 
→①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確保、③重度  
  障害者への対応に積極的に取り組む事業所のサービスを評価 

特別地域加算(15％加算) 
→中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスを 
  評価 

同行援護 

○ 事業所数     （国保連平成23年 月実績） ○ 利用者数     （国保連平成２3年 月実績） 29 



同行援護の現状について 

【利用状況】 
○ 平成２３年１０月施行の新規事業である。 
○ 総費用額、利用者数については、有効データ無し。 
○ 指定事業所数については、 
    平成２３年１０月末時点 １，２７３ヵ所 
    平成２３年１１月末時点 ３，８０９ヵ所 
   となっており、今後の事業所の増加が期待される。 

※独立行政法人福祉医療機構データ 

【障害程度区分毎の利用状況】 
○ 有効データ無し。 

30 



参考資料 
 

（社会保障審議会介護給付費分科会資料） 
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【対応】生活援助の時間区分の見直し（案） 

 
 （現行）                    （見直し案） 
  生活援助が中心である場合 
   ３０分以上６０分未満              ４５分未満 
   ６０分以上                   ４５分以上 
 
  ※ 身体介護に引き続き生活援助を行う場合についても必要な見直しを行う。                  
 

論点１：利用者ごとのニーズに対応して効率的にサービスを提供 
 することにより利用者の利便性や負担に配慮するとともに、事業 
 者においては、より多くの利用者へのサービスの提供を可能とす 
 るという観点から、生活援助の時間区分及び単位について､実態 
 に即した見直しを行ってはどうか。 

生活援助の時間区分等の見直しについて 

参考 10月17日開催    
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○ 生活援助のうち利用頻度の高い「掃除」・「調理・配下膳」の平均所要時間は30分～40 
 分程度（サービス準備6分を合算）となっている。 
○ 生活援助については、掃除・調理が太宗を占めており、掃除については軽度者ほど利用が多 
 いが、調理については要介護度との相関関係が見られない。  

生活援助 
 

【生活援助のみ】 
 30分以上60分未満  ２２９単位 
 60分以上      ２９１単位 
【身体介護に引き続いて行う場合】 
 30分以上       ８３単位 
 60分以上      １６６単位  
 90分以上      ２４９単位 

生活援助の報酬区分・行為ごとの平均サービス提供時間 

N=695  

N=1,002  

N=550  

N=394  

N=212  

N=754  

N=497  

N=284  

6.0分  
27.0分  

16.6分  
7.9分  

10.6分  
32.2分  

28.7分  
10.8分  

0分  15分  30分  45分  

サービス準備等 

掃除 

洗濯 

ベッドメイク 

衣類の整理・被服の補修 

一般的な調理、配下膳 

買い物・薬の受け取り 

その他 

（資料出所）株式会社ＥＢＰ「訪問サービスにおける提供体制に関する調査研究事業」（平成23年度厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

生活援助の所要時間について ① 

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0% 

掃除 

洗濯 

一般的な調理・配膳 

買い物・薬の受け取り 

その他の生活援助 

要介護１ 
要介護２ 
要介護３ 
要介護４ 
要介護５ 

（参考）生活援助の行為内容の割合 

（資料出所）厚生労働省「平成21年介護サービス施設・事業所調査」 
       （老健局による特別集計） 

（注１）要介護者82,722人（要介護１：20,945人、要介護２：22,340人、要
介護３：16,958人、要介護４:12,270人、要介護５：10,209人）に対する平
成21年9月30日における訪問回数約10.7万回のデータ合計を基に計
算。 
 
（注２）行為内容の割合については、 

生活援助それぞれの行為の提供回数 
生活援助又は身体介護に引き続き生活援助を実施した回数の合計 

により算出した。 
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○ 生活援助については複数行為を組み合わせて行われることが多いが、一つの行為は15分未 
 満ですむ場合もあり、組み合わせによっては30～40分程度になる。 

（資料出所）厚生労働省「平成21年介護サービス施設・事業所調査」  
       （老健局による特別集計） 

25.4% 

14.1% 

46.5% 

34.0% 

30.0% 

38.7% 

22.3% 

37.3% 

12.9% 

10.0% 

12.7% 

5.6% 

4.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

掃除 

調理・配下膳 

洗濯 

1～14 15～29 30～44 45～59 60～74 75～89 90～ 
主な生活援助サービスの１回当たり平均提供時間ごとの利用者分布 

（単位：分） 

４５分未満の割合 
掃除                ８１．７％ 
調理･配下膳     ８１．４％ 
洗濯                ９８．１％  

 （資料出所）株式会社ＥＢＰ「訪問サービスにおける提供体制に関する調査研究事業」（平成23年度厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

主な生活援助サービスの組合せと平均時間等により算出した提供時間（イメージ） 

掃除15分 

 生活援助の行為ごとの組合せ時間（例） 

生活援助の所要時間について ② 

調理15分 準備 

洗濯15分 準備 

洗濯15分 

調理・配下膳30分 

準備 掃除30分 

洗濯15分 準備 

調理15分 

⇒36
分 
⇒36
分 

⇒66
分 
⇒66
分 

掃除15分 

 １行為のみ 25.2%  

 ２行為の組み合わせ 36.0% 

   掃除＋調理・配下膳（再掲） (14.5%) 

   掃除＋洗濯（再掲） (6.2%) 

 ３行為以上の組み合わせ 38.7% 

生活援助の行為ごとの組み合わせ割合 

掃除15分 

34 

参考 10月17日開催    



参考 11月14日開催    
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（資料出所）株式会社ＥＢＰ「訪問サービスにおける提供体制に関する調査研究事
業」（平成23年度厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

○ 身体介護の行為ごとの平均提供時間は起床・就寝介助及び服薬介助を除き、20分～30分 
 程度（サービス準備6.5分を合算）となっている。 
○ 現行の報酬区分よりもさらに短時間（10～15分程度）を想定した区分を創設すべきでは 
 ないかとの指摘があるが、次の観点から慎重に検討すべきではないか。 
 ・ 短時間の身体介護ニーズは夜間等も含め1日複数回生じることが想定され、その必要回数 
  も日々の状況に応じ一定程度の変動があり得るが、こうした短時間の頻回訪問を「出来高払 
  い方式」で行う場合、利用者負担の著しい変動が生じるおそれがある。 
 ・ こうした変動が起こりうる「出来高払い方式」は収入が安定しないことから、事業者に 
  とっても職員の体制確保が困難であり、利用者個々のニーズに応じた日々の柔軟なサービス 
  調整や常勤職員の確保による勤務ローテーションの安定化等に支障が生じるおそれがある。 

[その他の論点①] 身体介護の時間区分について 

身体介護 
 
 30分未満（※）   ２５４単位 
 30分以上60分未満  ４０２単位 
 60分以上90分未満  ５８４単位 
 90分以上は、584単位に30分を増す  
 ごとに83単位を加算 
 ※ 日中は20分以上が原則。夜間・深夜 
  ・早朝の時間帯（18:00～翌8:00）は、 
  20分未満であっても算定可能 

 

身体介護の報酬区分・行為ごとの平均サービス提供時間 

N=1,161  

N=846  

N=1,079  

N=785  

N=176  

N=370  

N=321  

N=275  

6.5分  

17.8分  

27.5分  

18.9分  

8.3分  

6.1分  

17.8分  

19.6分  

0分  15分  30分  45分  

サービス準備・記録等 

排泄・食事介助 

清拭・入浴、身体整容 

体位変換、移動・移動介助、外出介助 

起床・就寝介助 

服薬介助 

自立生活支援のための見守り的援助 

その他 
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[その他の論点②] サービス提供責任者に関する指摘事項 

新成長戦略（平成22年６月18日閣議決定） 

   「成長戦略実行計画（工程表）」「Ⅱ 健康大国戦略」     

     ・ 情報通信技術の活用等の効果を踏まえた効率的事業運営や人的資源有効活用を促す規制改革の検討・

結論：訪問介護事業所におけるサービス提供責任者配置基準等 【2011年度に実施すべき事項】 

 

規制・制度改革に係る対処方針（平成22年６月18日閣議決定） 
    【ライフイノベーション⑮】  
    訪問介護サービスにおける人員・設備に関する基準の緩和（サービス提供責任者の配置基準） 
     ・ 平成21年４月からの基準緩和施行後の状況を検証するとともに、モデル事業の実施結果も踏まえ て、ＩＴ    
        活用状況や事務補助員等による支援によって管理可能な範囲を明確化し、次期介護報酬改定（平成24年 
       4月）に向けて、サービス提供責任者の配置基準の緩和が可能かについて検討し、結論を得る。      
                                                      ＜平成23年度中検討・結論＞ 

平成21年度介護報酬改定に関する審議報告（平成20年12月26日） 

 サービス提供責任者については、初回時や緊急時などサービス提供責任者の労力が特にかかる場合を評価すると
ともに、常勤要件について、サービスの質を確保しつつ事業所の効率的な運営や非常勤従事者のキャリアアップを図
る等の観点から、常勤職員を基本としつつ、非常勤職員の登用を一定程度可能とする方向で見直す。併せて、職業能
力開発機会の充実や業務の具体化・標準化を推進する。なお、人員配置基準については、施行後の状況を検証し、必
要な対応を行う。   

○ サービス提供責任者の配置基準については、「規制・制度改革に係る対処方針」（平成22 
 年６月18日閣議決定）において基準の見直しについて検討することとされている。 
○ また、平成21年介護報酬改定時に常勤要件の一部緩和を行っており、その検証状況に応じ 
 た必要な対応を行うこととされている。 
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論点３：サービス提供責任者の質の向上を図るため、３年以上の 
 実務経験を有する訪問介護員２級課程修了者の任用要件を、 
 段階的に廃止してはどうか。 
【対応】実務経験３年を有する２級ヘルパーのサービス提供責任者に対する減算[新設]（案） 

 
 訪問介護員２級課程修了者のサービス提供責任者が１人以上配置されている場合、当該事業所において 
 提供された訪問介護サービスに係る基本単位を１０％減算 
 
 （例） 身体介護３０分未満 ２５４単位×９０％＝２２９単位 
 
  注 当該サービス提供責任者の担当利用者かどうかにかかわらず事業所全体のサービス費を減算 
  

○ 段階的な廃止（案） 
  平成２４年度 ～ 平成２６年度まで  １０％減算 
  平成２７年度 ～ 平成２９年度まで  １０％＋α減算（減算率は次期改定時に検討） 
  平成３０年度             サービス提供責任者の任用要件から「実務経験３年以上の訪問介護員２級 
                     課程修了者」を廃止 
 
【参考】 過去の訪問介護員３級課程修了者の取扱いについて 
  平成１５年度 ～ 平成１７年度    １０％減算 
  平成１８年度 ～ 平成２０年度    ３０％減算 
  平成２１年度             報酬上の評価を廃止（現に従事していた者は１年の経過措置） 

サービス提供責任者の２級ヘルパー要件の段階的廃止について ① 
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サービス提供責任者の２級ヘルパー要件の段階的廃止について ② 

47.9% 47.9% 54.0% 59.9% 64.1% 66.9% 

52.1% 52.1% 
46.0% 

40.1% 35.9% 33.1% 

0.0% 

25.0% 

50.0% 

75.0% 

100.0% 

H16.10 H17.10 H18.10 H19.10 H20.10 H21.10 

サービス提供責任者の介護福祉士割合の推移 

介
護
福
祉
士
の
割
合 

  H21.10.1 

勤務形態別  

常勤 非常勤 

 サービス提供責任者（総数） 
50,605人 
（100.0%）  

48,843人  1,762人  

   うち介護福祉士 
33,760人 
（66.7%）  

32,765人  995人  

   うち介護職員基礎研修修了者 
1,045人 
（2.1%）  

1,020人  25人  

   うち訪問介護員1級課程修了者 
6,800人 
（13.4%）  

6,594人  206人  

   うち訪問介護員2級課程修了者 
9,000人 
（17.8%）  

8,464人  536人  

（資料出所） 厚生労働省「平成21年度介護サービス施設・事業所調査」 
        （老健局による特別集計） 

サービス提供責任者の保有資格別の実人員数（Ｈ２１.１０現在） 

（参考） 「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成１１年９月老企２５号） 
第三の一の１（２）⑤ 
 二級課程を修了した者であって、三年以上介護等の業務に従事したものをサービス提供責任者とする取扱いは暫定的なものであ
ることから、指定訪問介護事業者は出来るだけ早期に、これに該当するサービス提供責任者に介護職員基礎研修若しくは一級課程の
研修を受講させ、又は介護福祉士の資格を取得させるよう努めなければならないこと、  

○ サービス提供責任者の任用要件である「実務経験３年以上の訪問介護員２級課程修了者」 
 については、制度創設以来「暫定的な要件」とされている。 
○ サービス提供責任者の質の向上を図る観点から、現に従事しているサービス提供責任者の 
 処遇にも配慮しつつ、当該暫定措置の段階的解消を図る必要があるのではないか。 

（注）平成20年までは実員数、平成21年は常勤換算数で計算 
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【対応】配置基準の見直し（案） 

 
（現行）                     （見直し案） 
 サービス提供時間 ４５０時間ごとに１人      利用者○○人ごとに１人 
 訪問介護員の数  １０人ごとに１人 
 
 ○ 利用者数については現状を踏まえ４０人程度としてはどうか。 
 
 ※ 非常勤のサービス提供責任者が認められる範囲については現行どおりとする。 

論点４：サービス提供責任者の主たる業務である訪問介護計画の 
 作成に応じた適切な員数を配置するため､利用者数に応じた配置 
 基準に見直してはどうか。 

サービス提供責任者の配置基準の見直しについて ① 
参考 10月17日開催    

41 



サービス提供責任者の配置基準の見直しについて ② 

○ サービス提供責任者については、①サービス提供時間450時間又は②事業所の訪問介護員 
 10人ごとに１以上配置することとされているが、主たる業務である「利用者の訪問介護計画 
 作成」の件数に必ずしも対応していない。 
○ また、配置すべき員数は「当月」の①②に依存しており、いずれの要素も変動が起こりやす 
 く管理が煩雑なため、効率的な任用・配置が困難となっているのではないか。 

10人以下 
19.0% 

11～15人 
7.4% 

16～20人 
12.5% 

21～25人 
12.8% 

26～30人 
14.8% 

31～40人 
19.8% 

41～50人 
6.9% 

51人以上 
6.8% 

担当利用者４０人未満が８６％ 

サービス提供責任者（常勤）の担当利用者数 

全国社会福祉協議会 全国ホームヘルパー協議会・地域福祉推進委員会要望書（平成20年11月26日）  

 （略）サービス提供責任者の配置基準は稼働時間450時間またはヘルパー10人につき1人配置となっているが、業務

の実態から、一定数の実利用者ごとに一人とすることが適当である。   

 １事業所当たり利用者数 87.7人 

 １事業所当たりｻｰﾋﾞｽ提供時間 1169.8時間  

 利用者1人当たりｻｰﾋﾞｽ提供時間 13.3時間  

現行のサービス提供責任者の基準上の必要数を 
利用者数に換算すると３４人（※）に対して１人となる 

※ 450時間÷13.3時間 ≒ 利用者３４人 

（資料出所） （財）ダイヤ財団「サービス提供責任者の配置要件に関す
る調査研究事業」（平成23年度厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

基準からみたサービス提供責任者の担当利用者数 

注 利用者数及びサービス提供時間は要支援１・２を含む。 

（ｎ＝1,117人） 

（ｎ＝1,567事業所） 

参考 10月17日開催    
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